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第３部　環境保全施策の展開

１　一般廃棄物
①　ごみの総排出量の状況
日常生活に伴って排出される生活系ごみ及び事

業系ごみの一般廃棄物の総排出量は、平成２２年度
実績で８１３千ｔであり、前年度比２．８％の減少と
なっています。

②　１人１日当たりのごみの排出量の推移
一般廃棄物の県民１人１日当たりのごみ排出量

は、平成２２年度実績で９６１ｇであり、総排出量と同
様の推移を示し、前年度比２０ｇ／人・日の減少と
なっています。
　

③　リサイクルの状況
平成２２年度に市町村等で処理した廃棄物のう

ち、分別収集、中間処理、集団資源回収などを合
わせたリサイクル量は２２６千ｔとなっています。
リサイクル率は、２５．２％であり、前年度比１．０ポ

イントの減少となっています。
 

④　最終処分の状況
平成２２年度に最終処分された一般廃棄物は１００

千ｔであり、対前年度比で２．０％減少しており、総
排出量に占める最終処分率は１２．３％となっていま
す。

２　産業廃棄物
①　産業廃棄物の発生・処理状況

平成２２年度における産業廃棄物の排出量は
１０，６６１千ｔであり、平成２１年度と比べて若干減少
が見られました。
また、リサイクル量は３，２９４千ｔ、リサイクル率

は３０．９％となり、前年度より０．８ポイント上昇し
ています。　
一方、最終処分量は１１４千ｔ、最終処分率は

１．１％となり、前年度より０．１ポイント低下してい
ます。
 

第２章　資源循環型社会の形成

１　廃棄物・リサイクルの現状

▲図３−２−１−２　１人１日当たりのごみ総排出量の推移

▲図３−２−１−３　リサイクル量・率の推移

※　事業者による市町村を経由しない再生利用が進みつつあること
から、平成１７年度より、このリサイクル量を含めて算定していま
す。

▲図３−２−１−４　最終処分量・率の推移

▲図３−２−１−１　ごみ総排出量の推移

※　ごみ総排出量＝計画収集量＋直接搬入量＋集団回収量
※　平成２２年度のデータに、南三陸町分は含まれていません。
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第２章　資源循環型社会の形成

 

②　小鶴沢処理場の埋立処分の状況

公益財団法人宮城県環境事業公社小鶴沢処理場
の埋立処分量については、昭和６１年度から景気の
拡大により急増し、平成２年度及び平成３年度に
は４０万ｔを超えました。
しかし、その後はバブル経済の崩壊による経済

の低迷や企業の環境配慮経営への取組などにより
減少傾向にあります。
平成２３年度の搬入量は６６，８１６ｔで、前年度より

１３，０５０ｔ増加しています。これは、東日本大震災
の影響により、建設解体物等の搬入廃棄物が増加
したことなどによるものです。
また、搬入廃棄物の種類は、ガラスくず・コン

クリートくず及び陶磁器くずが最も多く、次いで
廃プラスチック類、がれき類、無機性汚泥、非飛
散性アスベストの順となっています。

▲図３−２−１−５　産業廃棄物の排出量の推移

▲図３−２−１−６　産業廃棄物のリサイクル量・率の推移

▲図３−２−１−７　産業廃棄物の最終処分量・率の推移

廃棄物対策課

▲図３−２−１−８　小鶴沢処理場年度別処分実績
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▲図３−２−１−９　小鶴沢処理場廃棄物搬入率　（平成２３年度）
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第３部　環境保全施策の展開

１　地域からの資源循環型社会の形成促進
資源循環型社会を形成するためには、県民一人
一人が、資源循環型社会の意義及び必要性を理解
し、具体的な行動をとるとともに、県民、事業者、
行政等それぞれの主体が、個々の立場、区域等既
存の枠組みを越えた連携を進めていくことが求め
られています。
また、資源循環型社会を支える環境・リサイク

ル産業の振興、再生利用品市場の拡大及びリサイ
クルに関する法令の適正かつ円滑な運用も必要と
されています。
このようなことから、資源循環型社会の形成に

関する普及啓発及び環境教育の充実を始めとし
て、地域からの資源循環型社会の形成に向けた次
のような各種施策の展開を図りました。
①　循環型社会の形成に向けた普及啓発・環境教
育の充実

ア　エコフォーラムの構築・運営支援
地域の複数企業が、廃棄物のリサイクル等環境

に関連する課題に対して連携して取り組み、３Ｒ
等を進めていくための組織である「エコフォーラ
ム」の運営の支援を行いました。
平成２３年度末現在で１５のエコフォーラムが活動

しています。
イ　リサイクルエネルギー利活用の支援
バイオディーゼル燃料（ＢＤＦ）の大口利用者

を対象とした奨励金制度によりＢＤＦの利活用促
進を図りました。
さらに、県内のＢＤＦの品質向上を図るため、

ＢＤＦ製造事業者を対象に専門家を派遣して工程
改善の助言と品質分析を行いました。
 

②　宮城県グリーン製品の認定
県内で発生した廃棄物等を再生利用した製品の

普及拡大を図るため、これらの製品を「宮城県グ
リーン製品」として認定しています。
平成２３年度は、２

社２製品を新規に認
定したほか、６社９
製品の認定を更新認
定しました。この結
果、平成２４年４月１
日現在の認定製品数
は４６社６７製品となり
ました。

③　リサイクルに関する法令の適切な運用
ア　容器包装リサイクル法への対応
家庭から排出されるごみの中で相当量を占める

容器包装廃棄物について、廃棄物の減量と再生資
源の利用を推進するため、県内各市町村等におい
て、「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促
進等に関する法律」（平成７年法律第１１２号。以下、
「容器包装リサイクル法」という。）に基づく分別
収集を実施しています。
県は、市町村等の分別収集の実施状況を取りま

とめ、市町村等に対し情報提供等の必要な技術的
支援を行いました。
なお、平成２３年度の分別収集の実施状況は次の

とおりです。
 

２　資源循環型社会の形成を目指して講じた施策
資源循環推進課

▲廃食用油からできるＢＤＦ燃料

▲ＢＤＦ燃料で走るバス

▲宮城県グリーン製品
認定証票
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第２章　資源循環型社会の形成

イ　家電リサイクル法への対応
特定家庭用機器再商品化法（平成１０年法律第９７

号。以下、「家電リサイクル法」という。）が平成
１３年４月に施行され、特定家庭用機器廃棄物（テ
レビ、冷蔵・冷凍庫、洗濯・衣類乾燥機、エアコ
ンの４品目）についてリサイクル等の義務が課せ
られています。
法施行以降は製造業者等による再商品化が進ん

でいる一方で、平成２３年度の不法投棄台数は
１，５３２台となっています。
なお、県ではホームページ等により県民等に対

する広報を行い、制度の普及に努めています。
 

ウ　食品リサイクル法への対応

「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法
律」（平成１２年法律第１０６号。以下、「食品リサイク
ル法」という。）が平成１３年５月から施行され、食
品廃棄物の発生抑制と減量化を図るとともに、飼
料や肥料等へのリサイクルを促進することとして
います。
家畜飼料に使われる穀類のほとんどは輸入に依

存しており、飼料自給率が低い状況であり、食品
製造業者からでる食品残さ（食品循環資源）を飼
料として有効利用することで飼料自給率の向上が
期待できることから、食品循環資源の飼料（エコ
フィード）製造・利用の支援に向けた取組を実施
しています。
エ　建設リサイクル法への対応

「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法
律」（平成１２年法律第１０４号。以下、「建設リサイク
ル法」という。）が平成１４年５月に施行され、一定
要件に該当する建築物の解体等を行う場合には、

▼表３−２−２−１　容器包装リサイクル法に基づく分別収集の状況

平成２３年度平成２２年度平成２１年度平成２０年度平成１９年度平成１８年度平成１７年度
容器の種類

達成率実績計画実績実績実績実績実績実績
１０５．０％６，４８２６，１７６３，８７４７，１３８７，２５７７，５３０７，８２３８，１１２

無色のガラス
－－－３２６，６１４３２８，４０２３２７，２３０３３２，４１７３３９，０１９３４１，７４８

１０５．２％８，４０２７，９８４５，５６４９，２１９９，５５９９，８８０９，２２４９，５４４
茶色のガラス

－－－２８２，６６３２８３，５７５２８６，６２７２９０，５７０２９２，３２３２９３，８２５
９８．３％４，０９８４，１６７２，０４５４，３４８４，１５４４，１５７４，００８４，０２３

その他のガラス
－－－１８８，１１７１８８，７９７１８１，０６０１８５，６４４１８１，３８５１７４，０８２

１２０．０％７，２５９６，０４９２，８５５６，４４６６，５７８６，８３６６，２１９５，８９７
ペットボトル

－－－２９６，８１５２８７，３４０２８３，８６６２８３，４４１２６８，２６６２５１，９６２
９９．０％５，１５４５，２０６２，７５０５，１９５５，２６８５，８９２６，８７０７，２２０

スチール缶
－－－２２６，０３８２４５，１４９２４９，２９４２７５，３５３３０４，５７８３２９，５３５

１０９．０％３，８６０３，５４１１，５９６３，６３２３，６４０３，６６８３，７５０３，７９９
アルミ缶

－－－１３１，１２１１３２，９００１２４，００３１２６，３３４１３４，４５８１３９，５３５
１９２．７％６０９３１６２００３１０３０３３１２３３７２４１

飲料用紙製容器包装
－－－１５，６１２１５，２１３１５，０７０１６，５８６１５，９２１１６，３２０

６２．４％２，０９６３，３６０１，９４９２，０６１１，９１９１，９１３１，８２２１，２３２
その他の紙製容器包装

－－－９３，１０７８８，８５６８３，８０４８２，９５７８１，８１５７１，０１２
９５．９％１７，１７１１７，８９６４，３８７１６，９１６１６，６７９１７，１８２１７，５９９１７，９６０その他のプラスチック製

容器包装 －－－７０８，９５０６８８，４３６６７２，０６５６４３，１１４６０９，２１５５５８，９９７
１７．９％５２８３６３６２７２８１６２４うち白色

トレイ －－－３，２４２３，３６８３，４７０３，９１７４，３２５４，５８１
１３３．６％１５，００４１１，２２８５，１１４１１，９０７１０，４３７１０，０８０１１，８５４６，７７９

段ボール
－－－６０３，２４４５９７，７５１５５３，６１５５８３，１９５５８４，３１２５５４，８２０

１０６．４％７０，１３５６５，９２３３０，３３４６７，１７２６５，７９４６７，４４９６９，５０５６４，８０７
計

２，８７２，２８２２，７７６，６３４２，７７６，６３４２，８１９，６１１２，８１１，２９３２，７３１，８３６

（単位：トン）

上段：宮城県の状況
下段：全国の状況

▲図３−２−２−１　家電不法投棄の状況
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167
301

1,292

14

宮　

城　

県

全　
　
　

国

（年度）

洗濯機(県内) 冷蔵庫(県内)
テレビ(県内) エアコン(県内)
全国

資源循環推進課・畜産課

資源循環推進課・事業管理課
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分別解体及び特定建設資材廃棄物の再資源化が義
務付けられています。
同法の遵守を徹底するため、１０月に解体工事現

場等全国一斉パトロールを実施するとともに、広

報用資料の配付等による普及啓発を行いました。
また、同法第２１条に基づく解体工事業者の登録

者数は、平成２３年度末現在で２７４事業者となって
います。

▼表３−２−２−２　平成２３年度建設リサイクル法に基づく分別
解体に係る助言・勧告・命令等の状況

▼表３−２−２−３　平成２３年度建設リサイクル法に基づく再資
源化に係る助言・勧告・命令等の状況

▼表３−２−２−４　建設リサイクル法に基づく届出件数等

法第４３条第
１項に基づ
く立入検査
(件)

法第４２条第１
項に基づく報
告の徴収
(件)

法第１５条
に基づく
命令
(件)

法第１４条
に基づく
勧告
(件)

法第１４条
に基づく
助言
(件)

３４１００２県（各土木事務所）
４２４０００市（特定行政庁）
７６５００２合計

法第１１条に基づく対象建設工事の通知件数法第１０条に基づく対象建設工事の届出件数

通知件数
合計

工事の種類

届出件数
合計

工事の種類

その他工作物
の解体工事・
新築工事

建築物の新築
工事、建築物
の修繕・模様

替え

建築物の
解体工事

その他工作物
の解体工事・
新築工事

建築物の新築
工事、建築物
の修繕・模様

替え

建築物の
解体工事

（件）（件）（件）（件）（件）（件）（件）（件）
２，７３３２，５８２６１９０４，７７１６３３３９９３，７３９平成１９年度

宮城県
２，５７６２，３７８６９１２９４，５８６７９７３０９３，４８０平成２０年度
２，７８３２，５６２９９１２２４，１７５７３４２６２３，１７９平成２１年度
２，３９０２，１６４８２１４４４，２９２７６５３３９３，１８８平成２２年度
３，１０５２，２６１３８４４６０４，２４４９６９４６２２，８１３平成２３年度

１０４，５５７９５，４１０３，７４１５，４０６２４５，１２４４５，１９０２１，１１９１７８，８１５全国（平成２３年度）

法第４３条第
１項に基づ
く立入検査
（件）

法第４２条第１
項に基づく報
告の徴収
（件）

法第２０条
に基づく
命令
（件）

法第１９条
に基づく
勧告
（件）

法第１９条
に基づく
助言
（件）

２０００００県（各保健所）
２６００００仙台市
４６００００合計

オ　自動車リサイクル法への対応
「使用済自動車の再資源化等の促進に関する法
律」（平成１４年法律第８７号。以下、「自動車リサイ
クル法」という。）が平成１４年７月に公布され、段
階的な施行を経て、平成１７年１月１日から本格施
行されています。
県では、自動車リサイクル法の実効性を確保す

るため、引取業者、フロン類回収業者、解体業者
及び破砕業者への立入検査を実施するとともに、
ホームページ等において関連情報の提供を行って
います。

 

カ　家庭用パソコンのリサイクルへの対応
「資源の有効な利用の促進に関する法律」（平成
３年法律第４８号。以下、「資源有効利用促進法」と
いう。）に基づき、メーカーと一般ユーザーが協力
しあって家庭のパソコンを再資源化するパソコン
リサイクル制度が平成１５年１０月からスタートし、
家庭用パソコンは、パソコンメーカーが回収し、
部品や材料をより有効に再資源化しています。
県は、ホームページ等により県民に対する広報

を行い、家庭用パソコンリサイクル制度の普及に
努めています。

２　一般廃棄物の３Ｒの推進　
本県の平成２２年度の１人１日当たりのごみ排出

量は９６１ｇと、近年、減少傾向にありますが、東日
本大震災によって災害廃棄物が大量に発生したこ
ともあり、処理の負荷を軽減するためにも、ごみ
の発生抑制は依然として喫緊の課題となっていま
す。
また、一層の再資源化の取組が求められてお

り、特に、生ごみ（厨芥類）、紙類及び廃プラス
チック類の占める割合が可燃ごみの中では高いこ
とから、これらの発生抑制と再資源化が大きな課

▼表３−２−２−５　使用済自動車及び解体自動車の取引状況

平成２３年平成２２年平成２１年平成２０年年度　
　工程種別

１１２，７７３９４，７９２１０１，６６３１００，２８４
引取工程 （８０，５９５）（７０，５５２）（７２，４７９）（７６，３７９）

２，９６３，６４２３，６４８，４２８３，９１８，４１５３，５８０，８８２全国
８５，９４７８０，５２４８６，３１０７９，２９４ 

フロン類
回収工程 （７０，６６２）（６４，６０１）（６６，３８６）（６３，９６８）

２，４４１，７１５３，０４８，６２７３，２２１，７７０２，７９８，４１８全国
１１３，５７３１０８，７６５１０６，６1７１０２，４1０

解体工程 （９５，７４１）（９０，８３０）（８４，１１７）（８４，０９５）
３，０８３，１６２３，８３３，９８９４，０７６，４２４３，７１６，７９１全国
１７２，５1４２０７，１８８１９９，３６８１９３，４４５

破砕工程 （１５０，４５７）（１８９，７７３）（１７９，１５６）（１７０，７３９）
５，１７７，１７３６，５１６，８４０６，８４１，３９４６，１２９，７９７全国

（単位：件）

※（   ）内は仙台市を除く宮城県の件数
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第２章　資源循環型社会の形成

題となっています。
このようなことから、一般廃棄物の３Ｒの一層

の推進を図るため、例年、各種の事業を実施して
きましたが、平成２３年度は震災の影響により次の
事業のみ行いました。
①　市町村の取組に対する助成
市町村振興総合補助金の補助メニューに「ごみ

減量化・再資源化促進事業」を設け、市町村等が
行うごみの減量化・再使用及び再生利用の促進を
図るための事業に対して、財政的支援を行ってい
ます。
平成２３年度は、廃食油の回収体験や分別マナー

の向上等を行う６市町村に対し、当該補助金を交
付決定しました。
②　容器包装廃棄物の分別収集の実施支援
容器包装リサイクル法に基づく第６期分別収集

計画に基づいて、県内の分別収集の実施状況を取
りまとめ、各市町村に情報提供を行う等、分別収
集の着実な実施に向け支援を行いました。
③　市町村等の取組支援
３Ｒ推進市町村等支援事業として、普及啓発資

材の貸出し等を通じ、市町村等における一般廃棄
物の３Ｒの取組を支援しました。

３　産業廃棄物の３Ｒの推進
本県の平成２２年度の産業廃棄物の排出量は年間

１０，６６１千ｔであり、県内で排出される廃棄物全体
の９０％以上を占めていることから、循環型社会の
形成を進めていく上で産業廃棄物の３Ｒを推進す
ることが大変重要になっています。
このため、産業廃棄物の発生・排出抑制を優先

しながら、リサイクルの取組を進めることとし、
排出事業者や産業廃棄物処理業者に対し、次のよ
うな各種施策の展開を図りました。
①　産業廃棄物の３Ｒの推進に関する全般的な対策
ア　産業廃棄物税の活用
平成１７年度から施行した「産業廃棄物税条例」

（平成１６年条例第１９号）に基づき、循環型社会の形
成を目指し、「廃棄」から「循環」へと経済的に誘
導していくため、産業廃棄物の最終処分場への搬
入重量に応じた課税を行い、これを財源として、
産業廃棄物の発生抑制やリサイクル促進、適正処
理を推進するための各種事業を実施しました。
イ　資源循環コーディネーター等による支援
県内企業の３Ｒ推進を支援する資源循環コー

ディネーターが企業を訪問し、廃棄物の処理をは

じめとした環境に関する課題やニーズを把握しな
がら、その企業の工程改善への助言、環境負荷低
減につながる技術やノウハウなどの環境関連情報
の提供及び専門家とのコーディネートなどを行
い、企業の環境に配慮した事業活動を支援してい
ます。平成２３年度には延べ２３３件の企業訪問を行
いました。
また、３Ｒ推進のための課題解決に取り組んで

いる事業者に対して、専門的な知識や経験を有す
る専門家を派遣し、その課題解決に向けて指導・
助言を行い、平成２３年度は５社に対して支援しま
した。
ウ　関係事業者間の交流
地域における３Ｒ推進のための企業連携組織で

ある地域エコフォーラムの幹事企業の連絡会を開
催し、意見交換等による情報共有の場を設営する
などして、３Ｒの推進を図りました。
②　建設副産物対策
国土交通省の平成２０年度の建設副産物実態調査

によれば、本県における平成２０年度の建設工事に
伴う建設副産物の発生量（現場外排出量）及び再
利用率は次ページ表３－２－２－６のとおりです。本県
では、アスファルト・コンクリート塊及びコンク
リート塊はリサイクルが進んでおり高い再利用率
を維持しています。
また、建設発生木材、建設汚泥、建設混合廃棄

物についても再利用率が上昇しており、リサイク
ルが着実に進んでいます。
なお、発生量については、建設発生土が２６１万

㎥、それ以外の建設副産物が１１９万ｔとなってお
り、平成１７年度の建設副産物実態調査と比較して
減っています。
県は、建設副産物の発生の抑制、再利用の促進

及び適正処理の徹底を基本方針とした建設副産物
対策を総合的に進めるために、国土交通省による
「建設副産物実態調査」に合わせて本県の実態調査
を実施し、搬出量、リサイクル率、処理・処分状
況を分析、建設副産物の現況把握に努めています。
また、建設副産物の再利用率の向上のため、技

術基準等の整備を進めるとともに、宮城県グリー
ン製品調達事業等を実施しリサイクル製品の利用
に努めています。
さらに、建設副産物情報交換システムにより、

建設副産物の実態を把握するための調査や需給調
整をより効果的に行うなど、本県における建設副
産物のリサイクルを一層推進していきます。

事業管理課
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③　下水汚泥対策
下水の処理過程で発生する下水汚泥は、県全体

で８．９万ｔ（脱水汚泥換算）であり、東日本大震災
で沿岸部を中心に被災した施設があったため、平
年の約６割となっています。
下水汚泥は、セメント原料化やコンポスト（肥

料）化による有効利用の他、汚泥焼却施設で処理
することで減量化し、焼却灰についても建設資材
化等有効利用していました。
平成１５年度には、財団法人宮城県環境事業公社

小鶴沢処理場への搬入量は６．４万ｔありましたが、
全県的に再資源化を推進するなどした結果、平成
２０年度以降、発生した汚泥は埋立処分をしていま
せんでした。
しかし、震災により沿岸部の汚泥焼却施設や燃

料化施設が被災し、壊滅的な被害を受けたため、
再資源化のみでは処理が困難となり、平成２３年度
は２．８万ｔの下水汚泥を埋立処理しました。
今後、浄化センターの復旧に伴い下水汚泥の発
生量は増加が見込まれることから、汚泥の減容
化・再資源化施設についても早期の復旧を図り、
震災前と同様に下水汚泥の再資源化を推進し、循
環型社会の実現に貢献していくこととしています。
また、県内全市町村が下水道事業を実施しており、
下水汚泥の効率的な処理と、複数の自治体が共同
して下水汚泥処理施設を整備する等の広域的な取
組が必要となることから、県は、市町村と連携し
て以下の対応を行うことにより、将来にわたる下
水汚泥の安定処理・処分を図ることにしています。

④　家畜排せつ物対策
畜産経営に起因する環境汚染の防止と畜産経営

の健全な発展を図ることを目的に、畜産環境整備
リース事業により、家畜排せつ物処理施設の貸付
を行っています。
⑤　農業用廃プラスチック対策
農業用プラスチックは、ハウスの被覆やトンネ

ル・マルチ等様々な農業資材として利用されてい
ます。平成２２年度の排出量は８４０ｔ（前年対比９９％）
であり、種類別にみると、塩化ビニルフィルムが
３８４ｔ（同９８％）で、全排出量の４６％を占め、同様
にポリエチレン、農ＰＯ等フィルムが３６８ｔ（同
１０３％）で４４％を占めています。
また、回収量に対する再生処理量は、ほぼ１００％

となり、セメント生成時における焼成剤、再生原
料、発電原料等に利用されています。
県は、平成１１年度に「宮城県農業用廃プラス

チック適正処理基本方針」を策定し、農業生産に
携わる者に排出者責任の認識を定着させるととも
に、関係機関が一体となった地域ぐるみで回収体
制を整備し、また、関係法令に則した回収処理シ
ステムの確立と再生処理を基本とした誘導を図っ
てきました。
平成１３年２月には「宮城県農業用廃プラスチッ

ク適正処理推進協議会」を設立し、分別回収の徹
底、廃プラ排出抑制への取組とリサイクル品の積
極的な活用などの再生処理を主体とした適正処理
に関する啓発活動及び情報提供を行っており、回
収組織である地域適正処理協議会については、県
内全市町村で設置され、平成２３年度末現在、１４協
議会で活動を展開しています。
さらに、生分解性プラスチックの農業分野での

普及に向け、生分解性プラスチックを導入する農
業者を支援しています。

▼表３−２−２−６　平成２０年度建設副産物実態調査結果

全国利用率
宮城県

再利用率発生量
２６１〈３５７〉（６１６）万㎥建設発生土

９４〈９２〉（９２）%９６〈９４〉（９４）%１１９〈１４６〉（１７６）万ｔ建設発生土以外
の建設副産物

９８〈９９〉（９９）%９９〈９９〉（９９）%３９〈　５５〉（　８７）万ｔアスファルト・
コンクリート塊

９７〈９８〉（９８）%９８〈９９〉（９８）%５７〈　６３〉（　６４）万ｔコンクリート
塊

８０〈６８〉（６１）%８１〈６６〉（４０）%１２〈　１０〉（　１０）万ｔ建設発生木材
８５〈７５〉（６９）%８８〈８８〉（６１）%６〈　７〉（　１１）万ｔ建設汚泥
－〈－〉（３６）%－〈－〉（２９）%３〈　５〉（　４）万ｔ建設混合物廃棄物

２〈　６〉（　－）万ｔその他（廃プラス
チック類など）

（注）＜　＞内は平成１７年度、（　）内は平成１４年度の実態調査結果

下水道課

煙下水汚泥の焼却処理による減量化
煙下水汚泥のセメント原料化等有効利用の推進
煙下水汚泥燃料化施設整備によるバイオマスエネル
ギー利用の推進
煙下水汚泥焼却灰の建設資材化等有効利用の推進
煙広域汚泥処理の推進

▲図３−２−２−２　下水汚泥処理状況の推進
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畜　産　課

農産園芸環境課
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第２章　資源循環型社会の形成

生分解性プラスチックは、従来の農業用プラス
チックより高価ですが、自然界中の微生物により
水や二酸化炭素などに分解されるため、栽培終了
後そのまま農地にすき込み処理できることからコ
スト削減も期待できる環境負荷が少ない資材で
す。

４　廃棄物の適正な処理の推進

廃棄物の適正な処理の推進のため、一般廃棄物
処理施設の計画的な整備、災害廃棄物への対応、
産業廃棄物処理業者及び処理施設の維持管理に対
する指導の強化、特別管理産業廃棄物の適正な処
理の推進、不法投棄及び不適正処理の根絶、産業
廃棄物の処理施設の確保等の施策を展開していま
す。
①　一般廃棄物処理施設の計画的な整備
ア　一般廃棄物処理施設の整備状況
市町村及び一部事務組合は、一般廃棄物処理基

本計画を策定の上、計画的な施設整備を進めてお
り、ごみ処理広域化計画及び循環型社会形成推進
地域計画に基づき施設整備が行われています。
平成２４年４月１日現在、ごみ焼却施設１９箇所、

し尿処理施設１７箇所、粗大ごみ処理施設１３箇所、
埋立処分地施設３０箇所の一般廃棄物処理施設※が
稼働しています。ごみ焼却施設は、ごみの総排出
量の減少やごみの質的変化、施設の老朽化に伴う
処理能力の低下などの状況を踏まえながら、施設
の統廃合や更新が必要となってきています。

イ　ごみ処理広域化計画
煙計画策定の趣旨
ごみの減量化やリサイクルの推進、ダイオキ

シン類の排出削減等、現在のごみ処理に課され
た問題に的確に対応し、総合的かつ効率的なご
み処理を進めるためには、市町村や一部事務組
合の広域的連携を一層推進させる必要があるこ
とから、平成１１年３月に「ごみ処理広域化計画」
を策定しました。
本計画は、広域処理を行う際の「広域ブロッ

ク」の設定や各ブロックの施設整備計画、過渡
期におけるごみ処理方法、ダイオキシン類排出
の将来推計等、本県の新たなごみ処理体制を整
備する上での指針となるものです。
煙計画期間
平成１１年度から１０か年間（さらに１０年程度先

までを視野に入れています。）
煙広域化の基本方向
・ごみの減量化と資源化・リサイクルの推進
・ダイオキシン類の排出削減
・焼却残さの高度処理と有効利用の推進
・最終処分場の確保
・ごみ処理コストの縮減
煙広域化の推進
本計画に基づく広域化を推進するため、ブ

ロック毎に、当該構成市町村等による「ブロッ
クごみ処理広域化推進協議会」を組織し、計画
の具体化を図っています。
 

▲図３−２−２−３　農業用廃プラスチック排出量及び再生処理
率の推移

※　平成２０年までは前年７月から当年６月までの集計値、平成２１年か
らは前年４月から当年３月までの集計値となっています。

廃棄物対策課

※　一般廃棄物処理施設の整備状況の詳細は、「平成２４年版宮城県環
境白書＜資料編＞」の表３−２−１−５～３−２−１−８にてご覧いただくことが
できます。
（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kankyo-s
/hakusyofram.html））
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▲図３−２−２−４　ごみ焼却施設の推移
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第３部　環境保全施策の展開

県は、計画の円滑な推進のため、ブロック間の
調整、技術的助言など必要な支援を行っています。
なお、実質的な計画期間が平成２０年度末をもっ

て完了しましたが、当計画は適正な廃棄物処理体
制の整備を進める上で指針となるものですので、
引き続きごみ処理広域化の推進を継続することと
しています。
ウ　循環型社会形成推進交付金による整備
県は、市町村に対し、循環型社会形成推進交付

金制度（平成１７年度創設）を有効に活用し計画的
な施設整備を進められるよう支援を行っています。
当制度活用に当たっては、計画対象地域（人口

５万人以上又は面積４００挨以上）の市町村又は一部
事務組合等が、国及び県とともに廃棄物の３Ｒを
広域的かつ総合的に推進するための「循環型社会
形成推進地域計画」（概ね５か年計画）を構想段階
から協働して、策定することとなっています。
②　災害廃棄物への対応
大規模災害の発災時は、被災市町村のみでは対

応が困難になる状況が発生します。県は、廃棄物
関連の業界団体などと災害時の応援協定を締結
し、災害発生時には、必要に応じて市町村や関係
団体等と連携しながら広域的な支援態勢の調整を
行うこととしており、東日本大震災では、協定を締
結している団体からの支援を受けました。

③　産業廃棄物処理業者及び処理施設の維持管理
等に対する指導強化
産業廃棄物処理業者及び処理施設（中間処理施

設及び最終処分場）に関する地域住民等の信頼を
確保するため、各事業者に対して厳格かつ適切な
指導を行うとともに、必要な情報の提供及び研修
会を開催することにより、産業廃棄物の適正処理
に関する技術及び知識の普及を図っています。
最終処分場については、従来の浸透水や放流水

等の水質検査に加え、残余容量測量が義務化され
たことに伴い、適正な把握や管理がなされている
か等、必要に応じて確認をするほか、埋立処分を
終了する施設については、廃止に向けた適切な維
持管理体制に移行させるなど指導の徹底を図って
います。
④　特別管理産業廃棄物等の適正な処理の推進
廃棄物処理法では、「爆発性、毒性、感染性その

他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるお
それがある性状を有する廃棄物」を特別管理廃棄
物として規定し、必要な処理基準を設け、通常の
廃棄物よりも厳しい規制を行っています。
このため、廃棄物処理法のほか各特別法に基づ

き、排出事業者、処分業者等に対し指導及び啓発
活動を実施し、感染性廃棄物、廃石綿（飛散性ア
スベストに限る）、ポリ塩化ビフェニル廃棄物等
特別管理廃棄物の適正な処理を徹底しています。
特に、ＰＣＢ廃棄物については、平成２０年７月

から本県に保管されているものの処理が開始さ
れ、処理期限が決まっている（平成２７年３月）こ
とから、参加する「北海道ＰＣＢ廃棄物処理事業」
の各種基準を周知・遵守させながら期間内におけ
る適正処理が図られるよう指導を行っています。
⑤　不法投棄及び不適正処理の根絶
ア　現状
廃棄物の不法投棄や不適正処理は、自然環境や

地域の景観を損なうだけでなく、悪臭・地下水汚
染などの発生により県民の健康や暮らしに様々な
影響を及ぼしかねない問題です。
本県においても、一般廃棄物を中心に、廃棄物

の不法投棄は依然として後を絶たず、引き続き、
対策を講じていく必要があります。
なお、産業廃棄物の１０ｔ以上の大規模な不法投

棄事案については、平成１５年度をピークに件数、
投棄量とも減少し、平成２２年度以降は件数、投棄
量ともゼロになりました。

▲図３−２−２−５　広域ブロック区割図

【協定団体名】
煙宮城県解体工事業協同組合（平成１１年３月）
煙宮城県環境整備事業協同組合（平成１８年１１月）
煙公益社団法人宮城県生活環境事業協会（平成１９年５月）
煙社団法人宮城県産業廃棄物協会（平成２０年１０月）

※（　）内は協定締結年月

※　東日本大震災による災害廃棄物への対応については、
第２部「東日本大震災からの復興に向けて」に記載して
います。
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第２章　資源循環型社会の形成

イ　不法投棄等対策の概要
煙啓発活動
毎年９月を不法投棄防止強化月間と定め、新
聞、パンフレット及び広報誌等による啓発活動
等を実施しているほか、年間を通じ各種媒体を
活用して、廃棄物の適正処理に向けた啓発を推
進しています。
煙事業者の指導の徹底
処理業者が法を遵守し適正な処理業務を行う
よう、立入検査等による指導を徹底していま
す。
煙違反行為の早期発見、早期対応
産業廃棄物適正処理監視指導員（産廃Ｇメン）
を県内各保健所に配置し、不法投棄や不法焼却
等の監視パトロール等を行っています。
また、監視が手薄となりがちな県境地域にお

ける不法投棄を未然に防止するため、隣県との
県境合同パトロールを実施しているほか、各種
団体等との間で「不法投棄の情報提供に関する
協定」を締結することにより、地域での不法投
棄監視ネットワークの構築を目指しています。

さらに、把握した事案については、早期の適
切な対応により、事態の悪化を防止するととも
に、改善に向けた指導を行っています。
煙違法行為に対する厳格な対応
悪質な行為に対しては、警察等捜査機関と連

携し、行政指導や厳正な行政処分を実施してい
ます。行政処分については、記者発表やイン
ターネットのホームページへの掲載により処分
内容等の公表を行っています。
煙違反行為がなされない廃棄物処理システムの
構築
現状においては、安い業者に廃棄物が流れて

結果的に不法投棄等につながるという構図があ
りますが、このような構図を廃し、優良な事業
者が市場で評価される仕組みの構築を図る施策
として、平成１９年度から情報公開及び環境負荷
低減等に積極的な取組を行っている処理業者と
産業廃棄物の適正処理推進に関する協定を締結
する事業を開始しています。（平成２２年度締結
事業者数：産業廃棄物処分業者１４社、産業廃棄
物収集運搬業者１９社）

⑥　産業廃棄物の処理施設の確保
処理施設設置に当たっては、「産業廃棄物の処

理の適正化等に関する条例」（平成１７年条例第１５１
号）及び「産業廃棄物処理施設等の設置及び維持
管理に関する指導要綱」に基づき、地域住民等の
意向を反映した適正な設置について指導している
ところであり、今後とも、県民の理解を得ながら
産業廃棄物処理施設の整備促進に努めることとし
ています。
また、産業廃棄物の３Ｒを推進しても、なお必

要となる最終処分場の整備については県の関与の
在り方を検討することとしています。

▲図３−２−２−６　県内の産業廃棄物の不法投棄の推移
（仙台市を除く）

※１件あたり１０t以上の事案について計上
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▼表３−２−２−７　産業廃棄物処理業許可状況（平成２３年度末現在）

合　　計中間処分
最終処分最終処分中間処分収集運搬種類

区分
３，０２２４１２５７２，７６０産業廃棄物

宮城県 ３８８０１９３７８特別管理産業廃棄物

３，４１０４２２６６３，１３８（宮城県）合計

５６２１３８０４７８産業廃棄物

仙台市 １２９０１６１２２特別管理産業廃棄物

６９１１４８６６００（仙台市）合計

３，５８４５４３３７３，２３８産業廃棄物

合計 ５１７０２１５５００特別管理産業廃棄物

４，１０１５６３５２３，７３８
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第３部　環境保全施策の展開

▼表３−２−２−８　産業廃棄物処理施設設置状況（平成２３年度末現在）

合　　　計仙　台　市宮　城　県種　　　　　類
５５１８３７汚泥の脱水施設１
５０５汚泥の乾燥施設２
８２６汚泥の焼却施設３
５２３廃油の油水分離施設４
４３１廃油の焼却施設５
１１０廃酸・廃アルカリの中和施設６
５２１２４０廃プラ類の破砕施設７
１２３９廃プラ類の焼却施設８
２３７４８１８９木くず又はがれき類の破砕施設９
０００有害汚泥のコンクリート固型化施設１０
０００水銀汚泥のばい焼施設１１
０００シアン化合物の分解施設１２
１１１１０その他の焼却施設１３
３２５９９２２６施行令第７条に規定していない施設１４
７１５１８９５２６合　　計

（注１）上記１～１２の施設：廃棄物処理法施行令第７条に規定する施設
（注２）上記９「木くず又はがれき類の破砕施設」：平成１２年政令改正（平成１２年１１月２９日政令第４９３号附則第２条）に伴う許可みなし施設を含む。
（注３）上記１３「その他の焼却施設」：上記３、５、８に該当しない焼却施設（木くず、紙くず、繊維くず、ゴムくず等の焼却施設）
（注４）上記１４の施設：廃棄物処理法施行令第７条に規定する施設に該当しない施設（処理能力、種類等）

＜最終処分場＞

計安定型管理型遮断型　　　　種類
管理者　　　

１８１２６０宮　城　県
７３４０仙　台　市
２５１５１００合　計




